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1． 緒論 

 土木工事で発生する様々な粉体系副産物は大部分が埋立廃棄されており，資源循環の観点か

ら有効利用法の提案は重要課題である．一方，農業水利施設の代表格であるため池は，池底汚

泥の搬出や改修時の堤体土不足といった課題が存在する．双方の課題を解決するため，本研究

では，粉体系副産物を添加した泥土のフロー試験による可搬性の評価と堤体盛土材として再利

用することを想定した拘束圧環境下での圧縮試験を実施した． 

2． フロー試験による可搬性評価 

2.1試験概要 

 本試験では，改良材として粉体系副産物 4種（PS

灰系改質材，回収粉末，残土微粉末，砕石粉），比

較材料としてセメント，模擬泥土には笠岡粘土を

使用した．模擬泥土の含水比は笠岡粘土の液性限

界 wL=50.5%の 1.4 倍に調整し，改良材の添加量は

泥土の乾燥質量に対しセメント，PS 灰系改質材で

は 100 kg/m3（36 kg/m3），回収粉末，残土微粉末で

は 100，200 kg/m3（36，72 kg/m3），砕石粉では 300，

600，900 kg/m3（108，216，324 kg/m3）とした．な

お，括弧内に示した数字は湿潤重量換算値である．

ダンプトラック走行時の振動状況を再現したフロ

ー試験（JIS R 5201）を実施し，各種副産物の流動

性低減効果を比較した．可搬性の基準は，テーブ

ル 50 回落下時のフロー値 130 mm 以下 1)とした． 

2.2結果と考察 

改良材の添加量と 50 回落下時のフロー値の関

係を Fig. 1 に示す．PS 灰系改質材はセメントと同量の 100 kg/m3，回収粉末，残土微粉末は 200 

kg/m3，砕石粉は 900 kg/m3 高含水比泥土に添加することで可搬性の基準を満足した．PS 灰は

表面が凹凸に富む多孔質体であるため高い吸水性を示し，セメントと同程度の改良効果を発揮

したと考えられる．PS 灰系改質材，砕石粉により改良した泥土の含水比とフロー値の関係を

Fig. 2 に示す．各改良材を所定量添加後，フロー値は共に 130mm 程度となった一方で，含水比

には大差が見られた．よって，改良材の持つ流動性低減効果は含水比の低下よりも，改良材の

水和反応など改良材特有の効果による影響が大きいと考えられる． 

 
Fig. 1 添加量とフロー値の関係 
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 Fig. 2 含水比とフロー値の関係 
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3. 堤体盛土材利用を目指した圧縮試験 

3.1試験概要 

 本試験は，三軸試験機を用いて拘束圧（50，100，200 

kPa）2) を作用させた状態で圧縮試験を実施し，堤体内で

の改良泥土の圧縮特性の把握を目指した．使用材料は，

所定量加水した模擬泥土（笠岡粘土）に対し，セメント，

PS灰系改質材 100 kg/m3，回収粉末，残土微粉末 200 kg/m3

で改良した試料である．セメントや PS 灰系改質材で改

良した泥土は，作製方法の異なる（解砕無し：A，解砕

有り：B）2 種類の試料を用いて供試体を作製した． 

3.2結果と考察 

 圧縮試験で得られた応力－ひずみ曲線を Fig. 3 に示

す．100 kPa，200 kPa 拘束圧下のセメント（A），PS 灰系

改質材（A）の軸差応力は，軸ひずみ 5%以内で明瞭なピ

ークを示し，その後低下して残留状態に至るひずみ硬化

－軟化型の挙動を示した．一方解砕した試料 B では，応

力－ひずみ曲線は明確なピークを示さず，軸ひずみが

15%まで増加傾向を示すひずみ硬化型の特徴を示した．

塑性域に達しても強度は増加し続けたことから，解砕に

より改良泥土の粘り強さは増加することが明らかにな

った．これは，一度固化反応が進行した後に攪乱を受け，

構造が破壊されることで密着性が緩くなり，供試体の剛

性が低下し，泥土の変形性が改良されたためと考えられ

る．回収粉末，残土微粉末では軸差応力が載荷初期から

非線形的に増加し，その後は明瞭なピークが表れず緩や

かに強度が増加する延性的な傾向を示した．これは改良

材添加後も泥土の粘性が高いことが原因であると推察

される． 

4. 結論 

本研究では泥土を粉体系副産物により運搬可能な性

状に処理した上で，堤体盛土材としての利用可能性を検

討した．その結果，粉体系副産物を添加することで，セ

メントと同程度の流動性低減効果が得られた．また圧縮試験では，解砕により泥土の変形性が

向上することが明らかになった． 
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Fig. 3 応力―ひずみ曲線 

Stress – strain curve 
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